
令和３年度 補助金情報
～概要と実績～
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当社は、補助金・助成金の申請を代行する業者では有りません。
十数年前からLED照明の販売・施工を始めました。しかし、その当時はLED照明も高価で、60ｗ電球
の代替LED電球が1個1万円致しました。
そんなLED誕生期の支援として、経済産業省などの補助金制度により普及が進みました。その後東日本大震災
及び東京 電力福島原発の放射能漏洩による電力不足等の発生により省エネ気運が高まりはLEＤの普及も一段と
速度を増し、補助金活用を求める声も高まりました。
当社では、その当時のむづかしい手続の時代から、お客様と一体となって苦労を続けてきました。
その経験を生かし、今日では有料で手続代行をしている専門業者にも負けない100％近い採択率でお客様に喜
んで頂いております。
最近では、ＬＥＤ関係に限らず、太陽光発電、空調、その他省エネ化機器など全般を「機器更新でC０2削減を
計り」「電気 料金、燃料料金を削減し」「設置費用を補助金・助成金で大幅に削減」し、しかも手続を無料で
お手伝いすることでお客様から感謝の言葉を頂いております。そして、そのことを通じてお客様と共同で地球
温暖化を防止するためにも寄与していることへ喜びを感じています。



会社名 株式会社 柳生商会

事業所 ： 344-0063 埼玉県春日部市緑町 4-7-17　
TEL　048-735-6762　　FAX　048-738-8488

設　立　：1987年3月
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ＹＧグループ会社概要

資本金　：10,000,000円

代表者　：代表取締役　柳生　将輝

従業員　：10名

E-Mail　：ｎ．ｙ＠ｙａｇｙｕｓｈｏｋａｉ．ｊｐ

会社名  第一環境設備　株式会社

344-0063 埼玉県春日部市緑町 4-7-17　
TEL 　048-733-1641　　FAX　048-738-8488

設　立　：1993年8月

資本金　：10,000,000円

代表者　：代表取締役　柳生　信行

従業員　：10名

E-Mail　：ｎ．ｙ＠ｄａｉｉｃｈｉｋａｎｋｙｏ－ｓｅｔｓｕｂｉ．ｊｐ

事業所 ：

YG グループは埼玉県春日部の地で1987年に事業を
開始し、前進を続けています。
ＹＧ グループの母体である㈱柳生商会は、現在機器
の輸出入を中心に事業を行っています。
また、第一環境設備㈱は設立当初から地球環境を企
業活動の中心テーマとしてまいりました。1993年の
創業以来、公害防止関連の事業から始まり、2010年
からはLED照明の海外生産販売、国内三菱電機照
明・Ｐanasonic・東芝ライテック等の照明器具、
エアコン、太陽光発電の施工、2016年の電力の自由
化に伴い各種新電力の取り扱いも行っております。
また、昨今では世界中で蔓延している新型コロナウ
イルス対策製品の販売も積極的に行っております。
日常的に飛び込んでくる情報の中で、それらを整理
し お客様、代理店、そのほか取引先の皆様と情報の
交換を進めてまいります。
「地球環境問題」「省エネルギー」「コスト・ダウ
ン」「新型コロナウイルス対策問題」など時々刻々
変化するテーマに皆様と共に取り組んで前進を続け
てまいりたいと思います。
今後とも、ご協力下さいますようよろしくお願い申
し上げます。

柳生商会
長方形

柳生商会
テキストボックス

柳生商会
タイプライターテキスト
ご　挨　拶
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補助金・助成金の話し

おおまかに「補助金」は 経済産業省・環境省・国交省、「助成金」は 厚生労働省系と区分されます。
しかし、どちらも、中小企業や小規模事業者向けが中心であり、大企業は申請できる補助金・助成金は少なく、
有っても中小企業よりも補助率が低かったりします。
それは、大企業は資金も潤沢で、利益の積み立てなども十分であるからです。

当社では、そのような中小企業などに、まず補助金・助成金の情報を流し、設置等の計画に対して、使用可能な
補助金・助成金をご紹介することから始めます。

情報は、経済産業省など国の機関や都道府県、市町村から直接入手します。この他に有料会員として加入してい
る情報活動団体からも沢山の情報を必要な時に必要な内容として入手し、お客様に紹介することもできます。
お客様の所在地や、業種対象となる内容、予定金額などの条件により、中には対象とならないものも有ります。

また、年間を通して募集しているものと、期間が限られているもの、先着順で予算に達した段階で、締切となっ
てしまうものなど多種多様です。
4月に官公庁などが新年度を迎えます。この時期に一斉に公募が発表され、募集の期間も短いので、なるべく早く
に専門の企業と内容の打合せを進めて行くことが大切です。
すでに予算を計上していても、その計画が、補助金・助成金の活用で進められるかにより予算を大幅に節約する
ことができます。

まずは、お気軽に当社宛ご連絡下さい。必ずや貴社のお役に立てることと思います。
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令和３年度公募予定の補助金一覧

種類 省庁 補助金名
令和2年度

予算
令和3年度
概算要求

詳細
ページ

省エネ 経産省 先進的省エネルギー投資促進支援支援事業費補助金（旧：エネ合） 459.5億円内数 484.5億円 5,6

省エネ 環境省 レジリエンス強化型ZEB実証事業 54.0億円内数 166.65億円内数 7,8

省エネ 環境省 既存建築物における省CO2改修支援事業 54.0億円内数 166.65億円 9,10

省エネ 環境省 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入事業 73.0億円 73.0億円 11,12

省エネ 環境省 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（旧：ポテ診+ASSET） 48.0億円 48.0億円 13,14

省エネ 国交省 環境ストック活用推進事業（既存建築物省エネ化推進事業） 90.7億円内数 100.7億円内数 15,16

防災・
減災

経産省 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金 48.5億円 80.0億円 17~20

再エネ 環境省 廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業 12.81億円 14.91億円 21,22

再エネ 環境省 ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業 40億円 186億円内数 23,24

防災・
減災

環境省
地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への

自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業（旧：地域の防災減災1号）
116.0億円 116.0億円 25,26
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経産省 先進的省エネルギー投資促進事業費補助金
旧：エネルギー使用合理化等事業者支援事業

出展：資源エネルギー庁ＨＰ



想定公募内容
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事業スケジュール
（令和2年度）

公募期間 ：5月20日（水）～6月30日（火）
交付決定 ：8月28日（金）
想定工事期間：9月下旬～12月末
事業期間 ：交付決定日～翌年1月末まで

項目 工場・事業場単位

設備単位

事業区分 （a）一般事業 （b）大規模事業 （ｃ）連携事業 （d）エネマネ事業

補助対象
建物

工場、事業場 工場、事業場

補助対象
事業者

法人、個人事業主
法人、個人事業主

（中小企業等に限定）

補助対象
設備

省エネルギー設備への更新・改修（設備全般）、EMS

※照明を導入する場合は、事業全体の設備費のうち
照明に係る設備費が50％未満の事業

複数事業者間において
生産設備の統合、

ユーティリティー共有

EMS
（SII登録機器限定）

①空調、②産業ヒートポン
プ、③給湯器、④ボイラ、
⑤コージェネ、⑥工業炉、
⑦変圧器、⑧冷凍冷蔵設備、

⑨産業用モータ

要件 省エネ率5％以上 省エネ量500kl以上
（a）又は（b）の要件
いずれかを満たす

省エネ率2％以上
一定以上の省エネ性の

高い設備

補助対象
経費

設備費、工事費 設備費のみ

補助率
中小企業 １/３
大企業 １/４

中小企業 １/２
投資回収7年未満 １/３

大企業 １/３
投資回収7年未満 １/４

中小企業 １/２
投資回収7年未満 １/３

大企業 １/３
投資回収7年未満 １/４

中小企業 １/２
大企業 １/３

中小企業等 １/３
（大企業は対象外）

補助金
限度額

上限3億円
下限100万円

上限15億円
下限100万円

上限15億円
下限100万円

上限1億円
下限100万円

上限3,000万円
下限30万円

申請・採択結果
（令和2年度）

Ⅰ．工場・事業場単位 申請件数：446件 採択件数：360件
（採択率：80.7％ 予算：82.8億円）

Ⅱ．設備単位 申請件数：1,346件 採択件数：1,035件
（採択率：76.9％ 予算：40.0億円）

経産省 先進的省エネルギー投資促進事業費補助金
旧：エネルギー使用合理化等事業者支援事業



7出展：環境省ＨＰ

環境省 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

レジリエンス強化型ZEB実証事業
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物
業務用建築物：事務所・ホテル・病院・店舗・学校・飲食店・集会場（図書館・体育館）
※民間の場合の延べ面積 新設：10,000㎡未満、既設：2,000㎡未満
※新築の場合、確定検査時に登記簿を確認する。既築の場合、登記済みであること

補助対象事業者 建築物を所有する法人、地方公共団体等

補助対象設備
空調、給湯、換気、再生可能エネルギー設備、蓄電池、受変電設備、BEMS、BELS申請費用等
断熱（断熱材・Low-E被層ガラス・高性能窓・日射追従型ブラインド・高性能保温材等）
※照明機器は対象外

要件

・レジリエンス要件（公共性が高い建物、再エネ設備必須、土砂災害警戒区域ではないこと など）
・環境性能に関する要件（建築物省エネ法に規定する外皮性能基準適合、省エネルギー率50％以上）
・エネルギー利用に関する要件（エネルギーの計量・計測およびデータ分析・評価）
・環境性能の表示に関する要件（建築物エネルギー性能表示制度 BELSの取得）

補助対象経費 設備費・工事費

補助率 ZEB Ready：１/２ Nearly ZEB以上：２/３

補助金限度額 3億円～５億円

公募期間 ：5月7日（木）～6月12日（金）
交付決定 ：7月28日（応募採択）
想定工事期間：9月上旬～12月末
事業期間 ：交付決定日～翌年1月31日まで

採 択 結 果
（令和2年度）

１次：14件 2次：未発表

事業スケジュール
（令和2年度）

環境省 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

レジリエンス強化型ZEB実証事業



9出展：環境省ＨＰ

環境省 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

既存建築物における省CO2改修支援事業
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環境省 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

既存建築物における省CO2改修支援事業

想定公募内容

項目
民間建築物等における
省CO2改修支援事業

テナントビルの
省CO2改修支援事業

高機能換気設備を導入する
省CO2改修支援事業

補助対象
建物

ビル、施設、商業施設等
（工場、倉庫、パチンコ店は対象外）

テナントビル
不特定多数の人が集まる施設

（小売店、宿泊施設、飲食店等）

補助対象
事業者

法人 法人 法人

補助対象
設備

・空調設備・給湯設備・換気設備
※照明設備は対象外

・空調設備・給湯設備・換気設備
※照明設備は対象外

①高機能換気設備（導入必須）
②空調設備
③照明設備

④電気設備、工事費

要件
・CO2排出削減率30％以上（設備に対し）
・運用改善体制の構築（エネマネ委託等）

・CO2排出削減率20％以上（設備に対し）
・オーナーとテナントでグリーンリース契約

・CO2排出削減になること

補助対象
経費

設備費、工事費 設備費、工事費 設備費、工事費

補助率 １/３ １/３ 中小企業：１/２ 大企業：１/３

補助金
限度額

上限5,000万円 上限4,000万円 ①1,000万円 ②～④は①以下

事業スケジュール
（令和2年度）

公募期間 ：5月7日（木）～6月12日（金）
交付決定 ：7月28日（応募採択）
想定工事期間：9月上旬～翌年1月末
事業期間 ：交付決定日～翌年2月20日まで

採 択 結 果
（令和2年度）

民間建築物等における省CO2改修支援事業・・・1次：46件 2次：未発表 （共に申請数不明）
テナントビルの省CO2改修支援事業・・・・・・1次： 3件 2次：未発表 （共に申請数不明）
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環境省 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための
省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

出展：環境省ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物 冷凍冷蔵倉庫、食品製造工場、食品小売店舗

補助対象事業者 法人

補助対象設備 省エネ型自然冷媒機器（冷凍機、ショーケースなど）

要件 省エネ型自然冷媒（アンモニア、空気、二酸化炭素、水等）機器を導入する事業

補助対象経費 設備費、工事費

補助率 １/３

補助金限度額 5億円（コンビニエンスストアは1億7千万円）

公募期間 ：4月10日（金）～5月13日（水）
交付決定 ：6月中旬（応募採択）
想定工事期間：7月下旬～翌年1月末
事業期間 ：交付決定日～翌年2月28日まで

採 択 結 果
（令和2年度）

１次：122件、100事業者
冷凍冷蔵倉庫：74件、65事業者 食品製造工場：26件、22事業者
食品小売店舗：22件、13事業者

2次：47件、20事業者
冷凍冷蔵倉庫：10件、9事業者 食品製造工場：5件、5事業者
食品小売店舗：32件、6事業者

環境省 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための
省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

事業スケジュール
（令和2年度）
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環境省 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業
旧：CO2削減ポテンシャル診断推進事業 ＋ ASSET事業

出展：環境省ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物 工場、事業場

補助対象事業者 民間事業者・団体、地方公共団体

補助対象設備
①脱炭素化促進計画の策定支援
②設備更新に対する補助
※照明は対象外

要件

①CO2排出量50ｔ以上3,000ｔ未満
②設備補助A：①計画に基づく設備更新により、工場・事業場で15％削減または、設備単位で30％削減
設備補助B：①計画に基づく設備更新により、下記ⅰ）～ⅲ）を満たすこと

ⅰ）ガス化または電化等の燃料転換
ⅱ）CO2排出量を1,000ｔ-CO2/年以上削減
Ⅲ）設備単位で30％削減

※脱炭素化促進計画はCO2削減ポテンシャル診断に類似する予定
→必ずしも補助金を受けて策定しなくてもよい（自らが策定してもよい）

※L2-Tech認証製品である必要はない

補助対象経費
①診断・策定費用
②設備費・工事費

補助率
①１/２
②１/３

補助金限度額
①100万円
②設備補助A：1億円 設備補助B：5億円

事業スケジュール 新規の為、不明

環境省 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業
旧：CO2削減ポテンシャル診断推進事業 ＋ ASSET事業
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国交省 環境ストック活用推進事業
（既存建築物省エネ化推進事業）

出展：国土交通省ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物
ビル、施設、商業施設等
※工場・実験施設・倉庫等の生産用設備を有する建築物は対象外（製造業でも事務所棟は可）

補助対象事業者 法人

補助対象設備

・躯体（外皮）の省エネ改修（窓改修、断熱改修等）
・照明設備、空調設備、給湯設備、換気設備、昇降機（照明、空調は一部対象外あり）
・エネルギー計測装置
・バリアフリー改修

要件

・躯体（外皮）の省エネ改修を行うこと
・省エネ率20％以上（躯体の改修面積割合が20％を超える場合は省エネ率15％以上）
・エネルギー計測を行うこと
・改修後に一定の省エネルギー性能基準（BELS ★☆☆ 1つ以上等）を満たすこと
・改修後に耐震性を有すること

補助対象経費 設備費、工事費、省エネ性能表示費用

補助率 １/３

補助金限度額 5,000万円（設備改修にかかわる補助限度額は2,500万円）

事業スケジュール
（令和2年度）

公募期間 ：4月14日（火）～5月25日（月）
交付決定 ：8月上旬
想定工事期間：9月上旬～翌年2月末
事業期間 ：交付決定日～翌年3月31日まで

採 択 結 果

国交省 既存建築物省エネ化推進事業

1次公募：35件（申請数35件 採択率100％） 2次公募：未発表
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経産省 災害時に備えた社会的重要インフラへの
自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金

出展：資源エネルギー庁ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物
・災害時等発生時に避難場所まで避難することが困難な者が多数生じる施設・・・医療施設、福祉施設 等
・公的避難所（地方公共団体が災害時に避難所として指定した施設・・・自治体庁舎、学校、公民館、体育館 等
・一次避難所となり得そうな施設・・・民間等が所有する工場、事業所、商業施設、私立学校、旅館、マンション 等

補助対象事業者 地方公共団体、法人

補助対象設備
LPガス災害バルク貯槽、LPガス発電機、照明機器、空調機器（GHP等）、燃焼機器（調理機器、給湯器）、簡易スタンド
※災害時に稼働できる仕様のものに限る

要件
・地方公共団体が一時避難所として認知していること
・LPガスの備蓄が避難所としての機能・維持をするために3日分以上確保すること

補助対象経費 設備費、工事費

補助率
・中小企業者 ２/３
・それ以外 １/２

補助金限度額

①上限1千万円・・・容器及び供給設備のみ
②上限5千万円・・・ⅰ）容器及び供給設備＋LPガス発電機・照明機器ユニット

ⅱ）容器及び供給設備＋LPガス空調機器ユニット（GHP、コージェネレーション他）
ⅲ）容器及び供給設備＋LPガス燃焼機器ユニット（炊出しセット、コンロ、給湯器他）
ⅳ）容器及び供給設備＋LPガス簡易スタンドユニット

③上限1憶円・・・・②のⅰ）とⅱ）を同時に設置する場合

事業スケジュール
（令和2年度）

採 択 結 果
（令和2年度）

第1回公募：37件 第2回公募：未発表

公募期間 ：6月24日（水）～7月10日（金）
交付決定 ：8月17日
想定工事期間：9月下旬～1月末
事業期間 ：交付決定日～翌年2月15日まで

経産省 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち

石油ガス災害バルク等導入に係るもの
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物
①災害時等発生時に避難場所まで避難することが困難な者が多数生じる施設・・・医療施設、福祉施設 等
②公的避難所（地方公共団体が災害時に避難所として指定した施設・・・自治体庁舎、学校、公民館、体育館 等
③一次避難所となり得そうな施設・・・オフィスビル、マンション、学校、工場、スーパー、ホテル 等

補助対象事業者 地方公共団体、法人

補助対象設備
・石油製品（揮発油、軽油、灯油、重油）を貯蔵する容器
・石油製品により稼働させる発電機
・石油製品により稼働させる調理・炊飯又は暖房を目的とする燃焼機器（災害時にのみ使用するもの）

要件
・③は地方公共団体と災害時に避難所等として協定を締結していること
・消防法に基づく実質容量が左記以上のもの（揮発油90L、軽油450L、灯油450L、重油900L）
・災害発生時に備えて3日分以上の燃料を確保すること

補助対象経費 設備費、工事費

補助率
・中小企業者 ２/３
・それ以外 １/２ （地方公共団体、大企業、医療法人、福祉法人、学校法人等）

補助金限度額
・石油製品を貯蔵する容器のみ 1,000万円
・貯蔵容器＋発電機or燃焼機器 5,000万円

事業スケジュール
（令和元年度補正）

採 択 結 果 未発表

公募期間 ：4月1日（水）～5月20日（水）
交付決定 ：順次審査
想定工事期間：6月上旬～9月末
事業期間 ：交付決定日～10月末まで

経産省 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち

石油製品タンク等の導入に係るもの
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経産省 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち

中小企業・小規模事業者自家発電設備等利用促進対策事業

想定公募内容

項目 内容

補助対象建物 工場、事業所

補助対象事業者 中小企業者（みなし大企業はNG）

補助対象設備 自家用発電設備、石油製品を貯蔵する容器（ガソリン、灯油、軽油、重油、石油ガス）

要件

・災害時に使用可能のもの（平時は使用してもしなくてもよい）
・自家用発電設備は国内の関係法令等の基準を満たしたもの
・50万円以上のもの
・都市ガスを燃料にする場合は燃料電池に限る（耐震化された管に接続するもの）
・燃料の備蓄が避難所としての機能・維持をするために3日分以上確保すること

補助対象経費 設備費、工事費（常時使用の配管・電気配線等の部分は対象外）

補助率 ２/３

補助金限度額 5,000万円

事業スケジュール
（令和元年度補正）

公募期間 ：5月11日（月）～6月30日（火）
交付決定 ：8月4日
想定工事期間：8月中旬～1月末
事業期間 ：交付決定日～翌年2月28日まで

採 択 結 果
（令和元年度補正）

1次公募：119件



21出展：環境省ＨＰ

環境省

廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
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想定公募内容

項目 内容

補助対象場所 農地

補助対象事業者 農業者、農業団体、営利法人など

補助対象設備 太陽光発電、風力発電、蓄電池、自営線 （農業に関する費用は対象外）

要件

・農林水産業の生産活動に係る適切な事業計画が確保されていること
・農地等において営農を前提とした再生可能エネルギー設備を導入する事業
・固定価格買取制度（FIT）による売電を行わないこと
・本事業によって発電する電力の供給先は以下の通りであること
a）売電しない場合：農林漁業施設、公共施設、自らの事業の用に供する施設
b）売電する場合 ：農林漁業施設、公共施設

・太陽光発電、風力発電の出力は10kW以上

補助対象経費 設備費、工事費

補助率 １／２

補助金限度額 ３億円

事業スケジュール
（令和2年度）

公募期間 ：5月19日（火）～6月24日（水）
交付決定 ：8月20日（応募採択）
想定工事期間：9月下旬～1月末
事業期間 ：交付決定日～翌年2月28日まで

環境省 廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業

営農型等再生可能エネルギー発電自家利用モデル構築事業

採 択 結 果
（令和2年度）

1次：5件 2次：未発表



23

環境省 ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業
旧：令和2年度補正 サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会

出展：環境省ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物 集合住宅、業務・産業施設

補助対象事業者 民間企業

補助対象設備 太陽光発電設備、蓄電池

要件

詳細未定（下記想定要件）
・固定買取価格制度（ＦＩＴ）による売電は不可
・蓄電池必須
・業務、産業用の太陽光発電出力下限（10ｋＷ以上？）
・蓄電池は据置型
・蓄電池の目標価格（15.0万円／ｋＷ以下？）
※経産省の国内投資促進事業費補助金の交付要件の要素は入れない予定

補助対象経費 設備費、工事費

補助率
・太陽光発電設備 定額：４～５万円
・蓄電池 定額：２万円／ｋＷｈ又は６万円／ｋＷ
・工事費 10万円上限？

補助金限度額 上限なし

事業スケジュール 新規の為、不明

採 択 結 果
（令和2年度補正）

1次公募：77件

環境省 ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業
旧：令和2年度補正 サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会
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環境省 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業
旧：地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

出展：環境省ＨＰ
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想定公募内容

項目 内容

補助対象建物 公共施設（民間施設は対象外）

補助対象事業者 地方公共団体

補助対象設備

①再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー設備（太陽光、風力、小水力、地中熱、バイオマス、太陽熱 等）
②コージェネレーションシステム（停電対応仕様のもの）
③省エネルギー設備（空調、照明、給湯、EMS、変圧器）※災害時に①②からエネルギー供給を受けて稼働するものに限る
④蓄電池設備（太陽光発電設備を導入する場合は必須）

要件

・地域防災計画等において対象施設が既に位置付けられている、または予定である
・再生可能エネルギーは平時において自家消費し、災害時に自立的に稼働する機能を有すること
・土砂災害危険性地域に想定されていない地域
・浸水被害危険性地域に想定される場合は、浸水時にも設備を稼働させる措置を講じる

補助対象経費 設備費、工事費

補助率 １/３,１/２又は２/３

補助金限度額 上限なし

事業スケジュール
（令和2年度）

公募期間 ：4月13日（月）～5月20日（水）
交付決定 ：7月16日（応募採択）
想定工事期間：7月下旬～12月末
事業期間 ：交付決定日～翌年1月31日まで

採 択 結 果 1次：38件

環境省 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業
旧：地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業




